
はじめに 

 昭和２５年（１９５０年）４月に人口約３万人余で、大阪府内１６番目の市として産

声を上げた本市は、高度経済成長期には大阪市近郊の住宅地として大規模な住宅開発が

進むにつれて人口が急増し、これにあわせて学校をはじめとする公共建築物や道路、橋

梁、上下水道等（以下「公共施設等」という。）の都市基盤整備を進めてまいりました。

近年では、それらの整備も一段落し、良好な自然環境を有する郊外都市として成熟しつ

つあります。 

しかしながら、このところの長引く景気の低迷や全国的な人口減少を背景に、整備、

拡充してきた公共施設等を取り巻く状況は大きく変化しつつあります。本市も例外では

なく、特に人口減少については、国の人口が減少し始めるよりも早く、平成１５年（２

００３年）から減少を始めています。また、市の人口推移について、「富田林市まち・ひ

と・しごと創生総合戦略」における人口推計では、今後も人口減少傾向は続くものと推

計されており、生産年齢人口（１５歳から６４歳人口層）の減少と高齢化の進行等も相

まって、厳しい財政状況が継続するものと見込まれています。 

このような状況の中、高度経済成長期に整備された公共施設等の多くが、続々と更新

時期を迎えようとしている現実がありますが、厳しい財政運営の中で施設改修や更新を

進めていく上では、この間に大きく変化している人口構造や市民ニーズの変化を的確に

捉える必要があることから、公共施設等の現状や課題を客観的に把握・分析し、今後の

まちづくりと平行して、そのあり方を検討する「公共施設マネジメント」が重要となり

ます。 

 平成２８年（２０１６年）の「富田林市公共施設等総合管理計画」の策定を受け、平

成３０年（２０１８年）には「富田林市公共施設再配置計画（前期）」を、令和元年（２

０１９年）以降には各公共施設等の「個別施設計画」を策定し、その取組みを推進して

まいりました。今回の一部改訂は、総務省の策定指針の改訂に伴い、平成２８年の本計

画策定後の取組みやその効果を反映するため、令和４年度に続き、計画の一部を見直し

するものです。 

 今後は、この計画をもとに、より計画的な公共施設の管理を推進し、市民の皆様とと

もに力を合わせ「人とまちがにぎわい、市民の笑顔があふれる、麗しの富田林」を作っ

ていくことができるよう尽力してまいりますので、ご理解、ご協力を心よりお願い申し

上げます。 
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